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■広域連合内の高齢者相談支援センター 

市町名 圏域 名称 法人名 所在地 

東海市 

名和 

荒尾 

富木島 

横須賀 

加木屋 

東海包括支援センター 
社会福祉法人 

東海市社会福祉協議会 

東海市荒尾町西廻間２番地の１ 

東海市しあわせ村 健康ふれあい交流館

内 

東海包括支援センター分

室 

東海市加木屋町南鹿持 27 番地の１ 

東海市加木屋デイサービスセンター内 

大府市 

大府中 

大府北 

大府西 

大府南 

大府包括支援センター 
社会福祉法人 

大府市社会福祉協議会 

大府市江端町六丁目 13 番地の１ 

大府市ふれ愛サポートセンタースピカ内 

大府包括支援センター 

東分室 

愛知県大府市東新町一丁目 219 番地 

大府市社会福祉協議会内 

知多市 

八幡 

中部 

東部 

知多 

旭南 

知多包括支援センター 
社会福祉法人 

知多市社会福祉協議会 
知多市新知字永井２番地の１ 

東浦町 

東浦中 

北部中 

西部中 

東浦包括支援センター 
社会福祉法人 

東浦町社会福祉協議会 

東浦町大字石浜字岐路 28 番地の２ 

東浦町勤労福祉会館２階 

 

知多市 

東海市 
大府市 

広域連合では、地域包括支援センターについて、その業務内容がイメージしやすい
よう、「高齢者相談支援センター」の名称で、広く住民への周知を図っています。 

高齢者相談支援センターは、地域の最前線に立ち、高齢者の総合相談、権利擁護、
介護予防のケアマネジメント及び地域ケア会議等を通じた各種支援等を業務とする、
地域包括ケアシステムの中核的な機関です。 

東浦町 
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基 本 目 標 

 

基本目標１ 健康づくりと介護予防の推進 

基本目標２ 地域で支え合う仕組みづくり 

基本目標３ 自立に向けた介護サービスの安定提供 

  

住み慣れた地域で暮らし続けるために 

全ての人が、住み慣れた地域の中で、暖かい心配りを受けて心豊かに暮らしながら、

互いに人生の中で培った経験を発揮し、地域全体の力となっている社会を表していま

す。地域に住む人が「支える側」と「支えられる側」という画一的な関係ではなく、

お互いに支え合う社会です。 

団塊の世代が 75 歳以上を迎える令和７年（2025 年）に向けて、住まい・医療・介

護予防・生活支援が、多職種の連携と住民同士の支え合いにより包括的に確保される

「地域包括ケアシステム」を推進していくことが求められています。誰もが地域の課

題を「我が事」としてとらえ、多様化、複合化する課題に「丸ごと」対応できる包括

的な支援体制の確立を目指します。また、この基本理念を実現するため、各基本目標

に取組や指標を設定し、進捗管理を行います。 
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（１）総合的な自立支援・介護予防・重度化防止の推進 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向け、さまざまな健康づくり・介護予防事業を実

施するとともに、高齢者が生涯にわたり心身ともに健康でいるための健康づくりや高齢者の

社会参加の促進など介護予防・重度化防止に取り組んでいきます。 

 

①介護予防・日常生活支援サービス事業 

②一般介護予防事業 

③高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

④介護サービス事業者との連携 

⑤保健福祉事業 

 

（２）身近な地域における介護予防の推進 

地域介護予防活動支援事業等を活用し、住民主体による通いの場などの活動や、地域活動

組織を支援し、介護予防の地域展開を目指します。 

生活支援コーディネーターのほか、就労的活動支援コーディネーターを配置し、一般介護

予防事業等と連携し、高齢者が生きがいや役割を持って地域生活を送れるよう、社会参加の

促進に取り組みます。 

 

（３）専門職種等を活用した介護予防機能の強化 

地域リハビリテーション活動支援事業を活用し、通いの場等へリハビリテーション専門職

を派遣するなど、地域における住民主体の介護予防活動が継続的に行われるよう支援します。 

地域ケア会議において幅広い医療専門職の視点を取り入れながら、セルフケア・自立支援

マネジメント手法の確立と活用促進を図ります。 

 

（４）介護予防の効果的・効率的な取組 

介護予防・日常生活支援総合事業については、関係市町毎の年度計画を元に進捗状況を管

理し、広域連合と関係市町が評価を共有することでＰＤＣＡサイクルに沿った取組を進めま

す。 

広域連合は、関係市町間の情報共有を図るとともに、要介護者を含めたサービス利用状況

等の分析、情報提供を行うことで、自立から要介護までの総合的な取組の評価を関係市町と

協議します。 

ＫＤＢ（国保データベース）システムの活用など、医療・健診・介護情報を含めた一体的

な分析、評価については、市町の健康保険担当部署等との連携が必要なことから、関係市町

の実情にあわせて実施します。 

  

基本目標１ 健康づくりと介護予防の推進 
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（１）高齢者相談支援センターの体制強化 

高齢者相談支援センターは、地域に住む被保険者の心身の健康の保持増進および生活の安定のため

に必要な援助を行うことにより、その保健・医療・福祉に関するサービスを包括的に支援することを

目的に設置した、地域包括システム構築の拠点で、関係市町に１つのセンターを設置しています。 

①相談体制の強化    ②自立支援に資するケアマネジメントの推進 

③事業評価・点検の実施 

 

（２）在宅医療と介護連携の推進 

高齢者が、疾病を抱えても住み慣れた自宅等で自分らしい生活を続けるために、関係市町

において、関係機関の連携体制の強化を図り、第７期において、ICT を活用して整備した情

報共有ツールの更なる利用促進を図ります。 

また、この連携体制を構築していく上で必要な、地域内の医療・介護サービス資源の把握

や情報共有への支援、あるいは地域住民への普及啓発等といった課題については、関係市町

それぞれの地域の実情に応じて調整・実施していきます。 
 

（３）認知症施策の推進 

認知症は誰もがなる可能性があるものです。認知症の発症を遅らせ、認知症になってもそ

の人らしく過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予

防」を両輪とした施策を推進します。 

①普及啓発・相談支援体制の充実   ②予防 

③医療、ケア・介護サービス、介護者への支援 

④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への社会参加支援 

 

（４）日常生活を支援する基盤整備 

後期高齢者や高齢者のみの世帯の増加から、今後一層ニーズの増加が見込まれる、見守り・

安否確認、地域のサロン、外出支援、買い物・掃除等の家事支援など、生活支援・介護予防

サービスについて、ＮＰＯ、ボランティア、企業等地域の多様な主体とともに、日常生活上

の支援体制を整備します。地域共生社会の理念を念頭に、支える側と支えられる側の役割に

とどまらず、高齢者自身を含めた、地域住民が互いに支えあう地域づくりを進めます。 

①地域の実情に即した生活課題解決の取組の推進 

②地域資源の活用と多様なサービスの創出 

③高齢者の社会参加 
 

（５）家族介護者への支援 

在宅の要介護者が増えていく中で、自宅で介護をする家族介護者も今後ますます増えていく

と予想されます。在宅介護実態調査の結果では、家族介護者等が抱える心身への負担や老老介

護の割合が多くなっていることから、家族介護者の心身の負担を軽減する施策を推進します。 

また、認知症に対する不安が高いことから、認知症地域支援・ケア向上事業により、家族

支援プログラム等を実施し、家族介護者同士の交流や介護知識・技術の習得支援、家族介護

者の負担軽減に資するインフォーマルサービス情報の提供など、家族介護者が安心して介護

を続けられる環境の整備に努めます。  

基本目標２ 地域で支え合う仕組みづくり 
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（１）介護サービス基盤の整備 

基盤整備については、高齢者人口、要介護認定者数、世帯構成の変化などを中長期的に検

討し、地域の実情に応じたサービスが提供できるよう整備を進める必要があります。認知症

施策推進大綱を見据え、整備を進めます。 

令和３年度 グループホーム  １件 18 人（東浦町） 

令和４年度 グループホーム  １件 18 人（東海市） 
 

（２）介護人材の確保と資質の向上 

高齢者が、住み慣れた地域で介護を受けながら暮らし続けるためには、介護サービスを安

定的に提供できる基盤が必要です。介護の分野で働く人材の確保・定着・育成を行い、介護

現場の人手不足を解消するための取組が求められています。広域連合では、介護分野で働き

続けられるための支援や、育成支援を行い、人手不足や離職率の改善を図ります。 
 

（３）給付適正化 

給付適正化事業は、介護予防給付を必要とする受給者を適切に認定し、適切なケアマネジ

メントにより利用者が真に必要とするサービスを見極めた上で、事業者がルールに従ってサ

ービスを提供するよう促す取組です。広域連合では、「厚生労働大臣が定める主要介護給付

等費用適正化事業に定める件（平成 20 年厚生労働省告示第 31 号）」に規定されている主要

５事業の全てを実施しています。 

①要介護認定の適正化  ②ケアプラン点検の実施 

③住宅改修等の点検   ④医療情報との突合・縦覧点検 

⑤介護給付費通知   ⑥自立支援に資する適切なサービス提供に向けて 

 

（４）高齢者の住まいの安定的な確保 

地域包括ケアシステムによるサービス提供では、地域においてそれぞれの生活ニーズにあっ

た住まいが提供されることが前提となります。広域連合では住み慣れた自宅で生活が継続でき

るよう住宅改修等の支援を行います。また、自宅での生活が困難になっても、地域の中での生

活が継続できるよう、見守りや生活相談を受けられる高齢者向けの住まい（有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅等）等の確保について、関係機関と連携して取組みます。 
 

（５）災害・感染症への備え 

令和２年（2020 年）、新型コロナウイルス感染症が流行し、感染拡大防止の観点から様々

な活動自粛が要請され、介護事業の提供に大きな影響を及ぼしました。また、毎年のように

地震、台風、局地的な集中豪雨などの自然災害が各地で発生しています。 

介護サービスは、介護を必要とする高齢者の生活を支える命綱であり、継続的な提供が強く求めら

れる一方、利用者はもとより、現場で働く介護従事者を災害や感染リスクから守る必要があります。 

広域連合では災害時や感染症発生時の対応について、事業者があらかじめ検討することを

促し、災害や感染症発生時に必要な物資等の備蓄・調達状況の確認と、必要な指導を行い、

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を支援します。 

また、事業所指定時や実地指導時に、感染防止対策、避難訓練の実施、災害に対する備え

を確認し、地域の防災計画等の理解を促し、関係市町との連携を強化します。 

基本目標３ 自立に向けた介護サービスの安定供給 
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 （１）費用負担の概要 

介護保険制度においては、介護保険事業にかかる費用のうち、利用者負担を除いた費用の

財源割合が介護保険法によって定められており、原則として 50.0％を被保険者の保険料、

50.0％を公費とされています。また、被保険者の保険料のうち、本計画期間は原則として 23．

0％を第１号被保険者、27.0％を第２号被保険者が賄うことになります。 

 

事業費（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国

38.50％

県

19.25％

市町

19.25％

保険料

（第１号）

23.00％

【地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）】

第１号被保険者の保険料 

保険料
23.0％ 

公費 

77.0％ 

調整

交付金

5.0％

以内 国

15.0％

県

17.5％

市町

12.5％

支払基金

交付金

（第２号）

27.0％

保険料

（第１号）

23.0％

【介護給付費（施設分）】

保険料

50％ 

公費 

50％ 

調整

交付金

5.0％

以内
国

20.0％

県

12.5％

市町

12.5％

支払基金

交付金

（第２号）

27.0％

保険料

（第１号）

23.0％

【介護給付費（その他分）】

保険料

50％ 

公費 

50％ 

国

25.0％

県

12.5％

市町

12.5％

支払基金

交付金

（第２号）

27.0％

保険料

（第１号）

23.0％

【地域支援事業（総合事業）】

保険料

50％ 

公費 

50％ 



10 

 
 （２）保険料基準額の算出 

介護保険事業は、広域連合が保険者となり、事業を運営します。 

第１号被保険者の保険料については、介護サービス量等の見込みに応じてそれぞれ

の保険者で決定します。なお、介護保険制度では、３年を１期として介護保険事業計

画を策定し、保険料についても、原則として３年間同額とされています。 

介護給付費等の推計を基に算定した保険料基準額（月額）は、次のとおりです。 

（千円） 

項 目 金 額 

標準給付費 ＋ 地域支援事業費計（Ａ） 72,522,582 

第１号被保険者負担分相当額（Ｂ）＝（Ａ）×23.0％ 16,680,194 

調整交付金相当額（Ｃ） 3,534,811 

調整交付金見込額（Ｄ） 1,116,538 

介護給付費準備基金取崩額（Ｅ） 1,600,000 

市町村特別給付費（Ｆ） 4,186 

保険料収納必要額 

（Ｇ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）－（Ｄ）－（Ｅ）＋（Ｆ） 
17,502,653 

 

項 目 割 合 

予定保険料収納率（Ｈ） 99.45％ 

 
項 目 人 数 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｉ） 265,071 人 

 
項 目 金 額 

第１号被保険者の保険料基準額（月額） 

（Ｊ）≒（Ｇ）÷（Ｈ）÷（Ｉ）÷12 
5,533 円 

※調整交付金…保険給付（令和３年（2021 年）～令和５年（2023 年）までの期間については、介護予防・日常

生活支援総合事業にかかる費用も含みます。）の国庫負担のうち５％とされていますが、各市町村の後期高

齢者の割合や第１号被保険者の所得状況の分布などを全国平均と比較して算出されます。広域連合では例年

５％未満の交付率となっており、差引負担分は第１号被保険者の保険料収納必要額に上乗せされます。 
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項目 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 合計 

総給付費（一定以上所得者負担の調整後） 4,827,430 5,105,507 5,393,223 15,326,160 

地域支援事業費 129,938 139,553 199,937 469,428 

段階 対象者要件 
保険 
料率 

第１段階 

生活保護受給者又は中国残留邦人等支援給付受給者 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、老齢福祉年金を受給し
ている人 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年金収入と
その他の合計所得金額の合計が 80 万円以下の人 

0.45 

第２段階 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年金収入と
その他の合計所得金額の合計が 80 万円を超え 120 万円以下の人 

0.65 

第３段階 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年金収入と
その他の合計所得金額の合計が 120 万円を超える人 

0.75 

第４段階 
世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市町村民税非課税者で、
前年の課税年金収入とその他の合計所得金額の合計が 80 万円以
下の人 

0.90 

第５段階 
（基準額） 

世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市町村民税非課税者で、
前年の課税年金収入とその他の合計所得金額の合計が 80 万円を
超える人 

1.00 

第６段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 120 万円未満
の人 

1.20 

第７段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 120 万円以上
210 万円未満の人 

1.30 

第８段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 210 万円以上
320 万円未満の人 

1.50 

第９段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 320 万円以上
400 万円未満の人 

1.70 

第 10 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 400 万円以上
600 万円未満の人 

1.80 

第 11 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 600 万円以上
800 万円未満の人 

1.90 

第 12 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 800 万円以上
1,000 万円未満の人 

1.95 

第 13 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 1,000 万円以
上の人 

2.00 

介護保険事業計画における段階を 13 段階に細分化しました。第 1 段階から第

３段階については、公費負担による負担軽減制度を実施し、低所得者の負担軽

減を図っています。令和３年度～令和５年度までの保険料基準額（月額）は 5,533

円です。 

所得段階別保険料率 

保険料基準額の算出 




